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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期の連結業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期 342,989 9.0 8,710 83.8 9,938 62.7 9,220 65.1

26年３月期 314,638 24.2 4,738 77.7 6,106 41.8 5,586 63.8
(注) 包括利益 27年３月期 18,748百万円( 78.8％) 26年３月期 10,484百万円(△18.0％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年３月期 33.29 ― 6.5 2.6 2.5

26年３月期 20.16 ― 4.3 1.7 1.5
(参考) 持分法投資損益 27年３月期 ―百万円 26年３月期 ―百万円
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

27年３月期 386,469 149,553 38.3 533.84

26年３月期 374,399 135,202 35.8 483.82
(参考) 自己資本 27年３月期 147,847百万円 26年３月期 134,008百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年３月期 △10,448 △1,236 △5,701 37,422

26年３月期 3,129 △3,246 3,750 53,052
　　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年３月期 ― ― ― 6.00 6.00 1,661 29.8 1.3

27年３月期 　― ― ― 10.00 10.00 2,769 30.0 2.0

28年３月期(予想) ― ― ― 11.00 11.00 30.5
　

　

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 159,000 △2.0 4,300 △31.2 4,300 △35.6 3,400 △32.1 12.28

通 期 330,000 △3.8 10,500 20.5 10,500 5.7 10,000 8.5 36.11
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 ― 社 (社名) 、除外 ― 社 (社名)
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　 詳細は、添付資料20ページ「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」
　 をご覧ください。

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期 277,957,513株 26年３月期 277,957,513株

② 期末自己株式数 27年３月期 1,006,003株 26年３月期 978,841株

③ 期中平均株式数 27年３月期 276,960,520株 26年３月期 277,078,132株
　

　

(参考) 個別業績の概要

１．平成27年３月期の個別業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期 325,463 8.6 5,771 90.8 8,377 70.1 8,624 58.2

26年３月期 299,610 24.8 3,024 141.8 4,925 64.8 5,453 91.5
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期 31.14 ―

26年３月期 19.68 ―
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

27年３月期 370,622 145,127 39.2 524.02

26年３月期 359,089 133,499 37.2 481.98

(参考) 自己資本 27年３月期 145,127百万円 26年３月期 133,499百万円

　　

２．平成28年３月期の個別業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）
　

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 153,000 0.1 3,700 △26.5 3,700 △32.3 3,100 △30.6 11.19

通 期 317,000 △2.6 9,500 64.6 9,500 13.4 9,500 10.2 34.30
　

　

※ 監査手続の実施状況に関する表示

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であります。
なお、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載の業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績
は今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。
なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料４ページ「②次期業績の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期業績の概要

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費増税に伴う駆け込み需要の反動により個人消費に弱

さが見られましたが、円安による輸出環境の改善、原油安によるコスト減少などにより企業収益

の改善が見られ、緩やかに回復していきました。

建設業界におきましては、震災復興関連や防災・減災対策工事のほか首都圏の大型道路工事など

の官公庁工事や、オフィスビルや物流施設を中心とした民間建設投資により堅調に推移しました。

このような状況の中で当社グループの業績は、連結売上高3,429億円（前期比9.0％増）となりま

した。

営業損益は、海外一部地域において、建設プロジェクトの増加により技能労働者が不足するなど

工事の進捗に影響が生じたことから採算が悪化しましたが、国内工事の採算改善や海外建設子会

社の好調な業績が寄与したことから、営業利益87億円（前期比83.8％増）となりました。経常損

益につきましては、受取配当金や為替差益の計上等により、経常利益99億円（前期比62.7％増）

となりました。また、投資有価証券売却益16億円を特別利益に計上したこと等により、当期純利

益92億円（前期比65.1％増）となりました。

報告セグメント等の業績は以下のとおりであります。（セグメントの業績については、セグメン

ト間の内部売上高又は振替高を含めて記載しております。）

　
（土木事業）

売上高は、前期比9.7％増の144,104百万円となり、セグメント利益は、一部海外工事の損益が

大幅に悪化したため、前期比46.9％減の1,048百万円となりました。

（建築事業）

売上高は、前期比10.5％増の191,377百万円となり、セグメント利益は、国内工事の採算改善

や海外建設子会社の好調な業績が寄与し、前期比583.7％増の5,538百万円となりました。

（不動産事業等）

当セグメントは、主にグループ保有不動産の販売及び賃貸収入により構成されており、売上高

は前期比23.3％減の8,445百万円となり、セグメント利益は前期比8.8％増の2,124百万円とな

りました。

　
建設事業受注高および売上高の内訳につきましては、下記の通りであります。

　
【建設事業受注高】

　 連 結 ３４５，８５３ 百万円 （前期比 ７．９％増）

　 個 別 ３３９，０９４ 百万円 （前期比 １３．４％増）

　 （個別の内訳）

　 土木工事 １７１，５３２ 百万円 （前期比 ５１．９％増）

　 建築工事 １６７，５６１ 百万円 （前期比 １０．０％減）

　 国内工事 ３１３，３３０ 百万円 （前期比 １８．５％増）

　 海外工事 ２５，７６４ 百万円 （前期比 ２５．６％減）

　 官公庁工事 １８３，７４５ 百万円 （前期比 ５４．５％増）

　 民間工事 １５５，３４８ 百万円 （前期比 １３．８％減）
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＜主な受注工事＞

区分 発注者（敬称略） 工 事 名 場 所

土木

中日本高速道路㈱ 東京支社 東京外かく環状道路 本線トンネル（北行）東名北工事 東京都

シンガポール陸路交通局
地下鉄トムソンライン ガーデンズ バイ ザ ベイ駅

およびトンネル工事
シンガポール

西日本高速道路㈱ 関西支社 新名神高速道路 猪名川中工事 兵庫県

国土交通省 関東地方整備局 横浜湘南道路トンネル工事 神奈川県

建築

浅間特定目的会社 プロロジスパーク千葉ニュータウンプロジェクト 千葉県

鳴尾浜ロジスティック
特定目的会社

ＧＬＰ鳴尾浜プロジェクト新築工事 兵庫県

三菱地所レジデンス㈱・

一般財団法人 首都圏不燃建築公社
中野区中野５丁目計画新築工事 東京都

住友不動産㈱ （仮称）南元町計画新築工事 東京都

　

【売上高】

　 連 結 ３４２，９８９ 百万円 （前期比 ９．０％増）

　（うち不動産事業等 ９，１５４ 百万円） （前期比 ２０．８％減）

　 個 別 ３２５，４６３ 百万円 （前期比 ８．６％増）

　（うち不動産事業等 ７，１７４ 百万円） （前期比 ２６．２％減）

（建設事業：個別の内訳）

　 土木工事 １４３，５５２ 百万円 （前期比 １０．１％増）

　 建築工事 １７４，７３６ 百万円 （前期比 ９．６％増）

　 国内工事 ２６９，９７１ 百万円 （前期比 ９．７％増）

　 海外工事 ４８，３１７ 百万円 （前期比 １０．５％増）

　
　 官公庁工事 １０６，８０８ 百万円 （前期比 ５．９％増）

　 民間工事 ２１１，４８０ 百万円 （前期比 １１．８％増）

　

＜主な完成工事＞

区分 発注者（敬称略） 工 事 名 場 所

土木

マレーシア サラワク州政府 クチン下水工事パッケージ１ マレーシア

西日本高速道路㈱ 関西支社 新名神高速道路 猪名川東工事 兵庫県

国土交通省 関東地方整備局 さがみ縦貫角田三栗山地区改良（その３）工事 神奈川県

国土交通省 近畿地方整備局 那智勝浦道路金剛寺トンネル工事 和歌山県

建築

アメリカ合衆国
国防総省 空軍

嘉手納家族住宅改修工事 第８期 第９期 沖縄県

北海道ジェイ・アール
都市開発㈱

（仮称）旭川駅前計画新築工事 北海道

学校法人 玉川学園 （仮称）大学ＭＭＲＣ・食堂棟建設工事 東京都

ターコイズ特定目的会社 （仮称）グッドマン市川新築工事 千葉県
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② 次期業績の見通し

平成28年３月期の業績につきましては、下記のとおり見込んでおります。

　
【連結】

　建設事業受注高 ３００，０００ 百万円 （前期比 １３．３％減）

　売 上 高 ３３０，０００ 百万円 （前期比 ３．８％減）

　（うち不動産事業等） ９，０００ 百万円 （前期比 １．７％減）

　営業利益 １０，５００ 百万円 （前期比 ２０．５％増）

　経常利益 １０，５００ 百万円 （前期比 ５．７％増）

　当期純利益 １０，０００ 百万円 （前期比 ８．５％増）

【個別】

　建設事業受注高 ２９３，０００ 百万円 （前期比 １３．６％減）

　売 上 高 ３１７，０００ 百万円 （前期比 ２．６％減）

　（うち不動産事業等） ７，０００ 百万円 （前期比 ２．４％減）

　営業利益 ９，５００ 百万円 （前期比 ６４．６％増）

　経常利益 ９，５００ 百万円 （前期比 １３．４％増）

　当期純利益 ９，５００ 百万円 （前期比 １０．２％増）

　

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産につきましては、現金預金及び未成工事支出金が減少しましたが、受取

手形・完成工事未収入金等の売掛債権の増加、株価上昇に伴う投資有価証券の増加等により、前

連結会計年度末と比較して12,070百万円増加（3.2％増）の386,469百万円となりました。

負債につきましては、未成工事受入金及び借入金の減少により、前連結会計年度末と比較して

2,280百万円減少（1.0％減）の236,915百万円となりました。

純資産につきましては、その他有価証券評価差額金や利益剰余金の増加等により、前連結会計年

度末と比較して14,351百万円増加（10.6％増）の149,553百万円となりました。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して2.5ポイント増加し、38.3％となりま

した。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、37,422百万円と前連結会計年度末と比

較して15,629百万円減少（29.5％減）となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が10,759百万円となり、未成工

事支出金が減少しましたが、売上債権の増加及び未成工事受入金の減少等により資金が減少し、

10,448百万円の支出超過（前連結会計年度は3,129百万円の収入超過）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券を売却しましたが、固定資産の取得や匿名

組合への出資等により資金が減少し、1,236百万円の支出超過（前連結会計年度は3,246百万円の

支出超過）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払いにより資金が減少し、

5,701百万円の支出超過（前連結会計年度は3,750百万円収入超過）となりました。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年
３月期

平成24年
３月期

平成25年
３月期

平成26年
３月期

平成27年
３月期

自己資本比率（％） 34.4 36.1 37.2 35.8 38.3

時価ベースの自己資本比率（％） 11.0 16.7 12.4 24.7 30.5

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（年）

2.1 ― 5.4 18.6 ―

インタレスト・
カバレッジ・レシオ（倍）

15.9 ― 12.9 4.4 ―

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金、社債及び長期借入金を対象とし

ております。また、営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用

しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

永続的な発展に向けた経営基盤の強化のため、内部留保の充実を図りつつ、経営環境や業績を総

合的に勘案しながら、配当性向を連結当期純利益の30％以上とし、安定的かつ継続的に利益還元

していくことを基本方針としております。

当期の期末配当金につきましては、１株につき10円とさせて頂く予定であります。

なお、次期につきましては、基本方針に基づき１株につき11円の配当を行う予定であります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、子会社９社、関連会社９社で構成され、建設事業及び不動産事業を主な

事業の内容としております。

当社グループの事業に係わる位置づけ及び報告セグメントとの関連は下記のとおりであります。

（建設事業）

・当社及び連結子会社である泰国西松建設㈱、関連会社の西豊工業㈱他１社が営んでおり、当社

はこれらの会社に工事の一部を発注することがあります。

（不動産事業等）

・当社及び連結子会社である西松地所㈱他１社、非連結子会社の嶋静商事㈱、関連会社の浜松中

央西ビル㈱他１社は、不動産の販売・賃貸・管理等を営んでおります。

・非連結子会社である㈱ＳＰＣ地球研サービス他１社及び関連会社５社は、ＰＦＩ事業の主体企

業であります。

・資材関連の連結子会社である㈱コンケムは、建設資材の製造・販売を行っており、当社はこれ

らの一部を購入することがあります。

・その他、連結子会社の西松投資有限公司は香港での外貨建て投資資産の運用・管理を、㈱サイ

テックファームは野菜の生産・販売等を行っております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、培ってきた技術と経験を活かし、価値ある建造物とサービスを社会に提供することで、

安心して暮らせる持続可能な社会・環境づくりに貢献することを企業理念としております。

また、一人ひとりがＣＳＲの実践者となり、日常業務の中ですべてのステークホルダーを意識し

て行動することを目指します。自由闊達で風通しの良い社内風土のもと、会社と社員が互いに信

頼しあい、ステークホルダーの皆様とＷｉｎ－Ｗｉｎの関係を実現する『すべての人を大切に想

う』ＣＳＲ経営を実践していきます。

（２）中長期的な会社の経営戦略、目標とする経営指標及び対処すべき課題

当社グループが推し進めてまいりました「中期経営計画2014」は、2012～2014年度を当社グルー

プの「成長期」と位置づけ、「顧客・組織・人材に重点を置いた安定的収益基盤の構築」「海外建

設事業・開発不動産事業を中心とした新たな事業の柱の確立」「計画～維持管理に至る一気通貫事

業モデルの確立」を基本方針とし、様々な施策を展開してまいりました。

この３年間は事業環境にも恵まれ、業績目標値である受注高、売上高、営業利益などを一年前倒

しで達成できたほか、事業本部制の導入により営業・施工一体型の受注活動を展開し、アンケー

トによるお客様満足度の向上、耐震関連技術等の使える技術開発など順調に展開することができ

ました。

一方で、建設事業における更なる利益率の向上、海外建設事業の収益基盤の強化、より強固なサ

プライチェーンの構築など課題が残りました。

当社グループは、「揺るぎない信頼の獲得と魅力ある企業」「新たな価値を創造し、社会の課題を

共に解決できる企業」を目指し、新しく「中期経営計画2017」を策定しました。

新たな中期経営計画では、2020年東京五輪以降の建設投資動向に不透明感があることから、当社

グループが将来にわたって持続的に発展し続けるための新たな取組みに踏み出し、展開を図る始

動時期として、2015～2017年度を「発展・変革Ⅰ期」と位置づけております。

当社グループは、「① 最高品質サービスの提供によるお客様からの揺るぎない信頼の獲得」「②

業界最高水準の環境経営を目指し、地域社会との豊かな共生社会の実現」「③ 株主様への安定的

な利益還元と戦略的なＩＲ活動の実施」「④ 多様な人財（社員）が継続的に活躍できる環境の整

備」「⑤ 強固なサプライチェーンの構築による協力会社との連携強化」により、ステークホルダ

ーとのＷｉｎ－Ｗｉｎ関係の構築を図り、企業価値の向上に努めてまいります。

≪「中期経営計画2017」基本方針≫

◆持続的発展に向けた人財の育成と活用

◆コア事業である建設事業及び開発・不動産事業における高収益企業基盤の確立

◆持続的な発展を目指した新たな事業展開への取組み
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≪重点戦略≫

【コア事業・基盤強化戦略】

「西松ブランド」の確立に向けて、
お客様からの揺るぎない信頼を獲得する

― ＡＣＴＩＯＮ ４ ―

・建設事業及び開発・不動産事業
における高収益基盤の確立

・ステークホルダーとの
Ｗｉｎ－Ｗｉｎの関係強化

・業界最高水準の環境経営の推進
・人財育成を含めた社内基盤の強化

【事業成長戦略】

外部環境の変動にも柔軟に対応できる
事業構成への変革を図る

― ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ ３ ―

・インフラビジネス等の
新たな事業展開への取組み

・長期的視野に立った技術研究開発の強化

・事業化に向けたイノベーションの促進

　

≪連結計画値≫

2014年度 実績 2017年度 計画

建設事業受注高 3,458億円 3,300億円

売 上 高
（うち不動産事業等）

3,429億円
（91億円）

3,450億円
（120億円）

売上総利益 227億円 6.6% 285億円 8.3%

営 業 利 益 87億円 2.5% 125億円 3.6%

経 常 利 益 99億円 2.9% 125億円 3.6%

◆ 売上総利益率 1.7ポイントアップ

◆ ＲＯＥ ７％以上

◆ 連結配当性向 30％以上

　

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、企業間及び経年での比較可能性を確保するため、当社の連結財務諸表は、「連

結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する法則」（昭和51年大蔵省令第28号）に準拠して作成

し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 53,202 37,572

受取手形・完成工事未収入金等 133,832 152,229

有価証券 25 177

未成工事支出金 23,353 14,537

販売用不動産 2,954 2,917

不動産事業支出金 1,084 1,896

材料貯蔵品 209 156

繰延税金資産 3,250 4,317

立替金 9,001 13,336

その他 7,223 8,973

貸倒引当金 △395 △243

流動資産合計 233,741 235,871

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※2 52,224 ※2 53,094

機械、運搬具及び工具器具備品 8,961 8,711

土地 ※2 45,870 ※2 45,758

リース資産 248 302

建設仮勘定 598 776

減価償却累計額 △38,423 △38,502

有形固定資産合計 69,479 70,140

無形固定資産 869 719

投資その他の資産

投資有価証券 ※1,※2 66,436 ※1,※2 75,701

長期貸付金 517 176

繰延税金資産 - 11

その他 3,765 3,962

貸倒引当金 △409 △114

投資その他の資産合計 70,309 79,738

固定資産合計 140,658 150,598

資産合計 374,399 386,469
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 101,512 102,505

短期借入金 16,021 36,807

1年内償還予定の社債 150 825

未払法人税等 632 1,659

未成工事受入金 25,041 15,176

完成工事補償引当金 1,455 1,322

賞与引当金 1,406 1,533

工事損失引当金 4,636 6,031

不動産事業等損失引当金 54 36

預り金 ※2 13,497 ※2 16,979

その他 7,597 8,556

流動負債合計 172,003 191,434

固定負債

社債 10,825 10,000

長期借入金 31,139 6,286

繰延税金負債 12,178 13,994

環境対策引当金 226 226

退職給付に係る負債 8,907 11,058

資産除去債務 107 206

その他 ※2 3,807 ※2 3,709

固定負債合計 67,193 45,481

負債合計 239,196 236,915

純資産の部

株主資本

資本金 23,513 23,513

資本剰余金 20,780 20,780

利益剰余金 73,533 78,372

自己株式 △287 △299

株主資本合計 117,540 122,367

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 20,356 27,759

為替換算調整勘定 △72 225

退職給付に係る調整累計額 △3,816 △2,504

その他の包括利益累計額合計 16,468 25,480

少数株主持分 1,193 1,706

純資産合計 135,202 149,553

負債純資産合計 374,399 386,469
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高

完成工事高 303,077 333,834

不動産事業等売上高 11,561 9,154

売上高合計 314,638 342,989

売上原価

完成工事原価 ※2 288,092 ※2 314,103

不動産事業等売上原価 ※1 8,582 ※1 6,116

売上原価合計 296,675 320,219

売上総利益

完成工事総利益 14,984 19,731

不動産事業等総利益 2,978 3,038

売上総利益合計 17,963 22,769

販売費及び一般管理費 ※3 13,225 ※3 14,058

営業利益 4,738 8,710

営業外収益

受取利息 205 223

受取配当金 702 869

為替差益 1,208 747

貸倒引当金戻入額 29 13

その他 248 386

営業外収益合計 2,394 2,241

営業外費用

支払利息 677 644

資金調達費用 95 191

その他 253 178

営業外費用合計 1,026 1,014

経常利益 6,106 9,938

特別利益

固定資産売却益 ※5 16 ※5 9

完成工事補償引当金戻入額 100 -

投資有価証券売却益 - 1,602

国庫補助金 50 -

特別利益合計 166 1,612

特別損失

固定資産売却損 ※6 916 ※6 39

減損損失 ※7 1,924 ※7 390

損害賠償損失 80 -

本社移転費用 - 132

建物建替損失 - 112

その他 524 116

特別損失合計 3,445 790

税金等調整前当期純利益 2,828 10,759

法人税、住民税及び事業税 1,236 2,777

法人税等調整額 △4,275 △1,612

法人税等合計 △3,038 1,164

少数株主損益調整前当期純利益 5,866 9,595

少数株主利益 279 374

当期純利益 5,586 9,220
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 5,866 9,595

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,221 7,402

為替換算調整勘定 396 439

退職給付に係る調整額 - 1,311

その他の包括利益合計 ※1,※2 4,617 ※1,※2 9,153

包括利益 10,484 18,748

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 10,095 18,232

少数株主に係る包括利益 388 516
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 23,513 20,780 67,801 △242 111,853

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
23,513 20,780 67,801 △242 111,853

当期変動額

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 5,586 5,586

自己株式の取得 △45 △45

自己株式の処分 0 0 0

連結範囲の変動 1,253 1,253

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 0 5,732 △45 5,687

当期末残高 23,513 20,780 73,533 △287 117,540

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 16,135 △360 ― 15,775 808 128,436

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
16,135 △360 ― 15,775 808 128,436

当期変動額

剰余金の配当 △1,108

当期純利益 5,586

自己株式の取得 △45

自己株式の処分 0

連結範囲の変動 1,253

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
4,221 288 △3,816 693 385 1,078

当期変動額合計 4,221 288 △3,816 693 385 6,765

当期末残高 20,356 △72 △3,816 16,468 1,193 135,202
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 23,513 20,780 73,533 △287 117,540

会計方針の変更による

累積的影響額
△2,719 △2,719

会計方針の変更を反映した

当期首残高
23,513 20,780 70,813 △287 114,820

当期変動額

剰余金の配当 △1,661 △1,661

当期純利益 9,220 9,220

自己株式の取得 △12 △12

自己株式の処分 ―

連結範囲の変動 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 7,558 △12 7,546

当期末残高 23,513 20,780 78,372 △299 122,367

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 20,356 △72 △3,816 16,468 1,193 135,202

会計方針の変更による

累積的影響額
△2,719

会計方針の変更を反映した

当期首残高
20,356 △72 △3,816 16,468 1,193 132,483

当期変動額

剰余金の配当 △1,661

当期純利益 9,220

自己株式の取得 △12

自己株式の処分 ―

連結範囲の変動 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
7,402 297 1,311 9,011 512 9,524

当期変動額合計 7,402 297 1,311 9,011 512 17,070

当期末残高 27,759 225 △2,504 25,480 1,706 149,553
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,828 10,759

減価償却費 1,755 1,778

減損損失 1,924 390

貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 △68

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,412 1,395

不動産事業等損失引当金の増減額（△は減
少）

39 △17

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 589 1,095

受取利息及び受取配当金 △908 △1,093

支払利息 677 644

投資有価証券売却損益（△は益） - △1,602

固定資産売却損益（△は益） 899 29

売上債権の増減額（△は増加） △23,079 △18,221

未成工事支出金の増減額（△は増加） 3,103 8,865

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 1,921 △712

その他の資産の増減額（△は増加） 533 △6,445

仕入債務の増減額（△は減少） 12,481 580

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,229 △9,983

その他の負債の増減額（△は減少） △1,363 3,598

その他 △367 △66

小計 3,642 △9,075

利息及び配当金の受取額 908 1,102

利息の支払額 △703 △689

法人税等の支払額 △718 △1,785

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,129 △10,448

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支
出

△68 △1,327

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還
による収入

787 2,959

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,736 △3,446

有形及び無形固定資産の売却による収入 1,847 446

貸付けによる支出 △202 -

貸付金の回収による収入 181 270

定期預金の純増減額（△は増加） △50 -

その他の支出 △91 △219

その他の収入 85 79

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,246 △1,236
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △517 184

長期借入れによる収入 950 -

長期借入金の返済による支出 △5,823 △4,793

社債の発行による収入 10,000 -

社債の償還による支出 △150 △150

配当金の支払額 △1,110 △1,663

少数株主への配当金の支払額 △3 △3

その他 406 725

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,750 △5,701

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,554 1,757

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,187 △15,629

現金及び現金同等物の期首残高 47,865 53,052

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

△0 -

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 53,052 ※1 37,422
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項なし。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 6社

主要な連結子会社の名称 西松地所㈱、泰国西松建設㈱

　

(2) 主要な非連結子会社名等

主要な非連結子会社の名称 嶋静商事㈱、㈱ＳＰＣ地球研サービス、新浦安駅前ＰＦＩ㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から除外している。

　

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称等

　 非連結子会社及び関連会社に対する投資について持分法を適用していない。

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

非連結子会社 嶋静商事㈱、㈱ＳＰＣ地球研サービス、新浦安駅前ＰＦＩ㈱

関連会社 浜松中央西ビル㈱、㈱増永組

持分法を適用していない理由

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外してい

る。

　

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である泰国西松建設㈱、西松投資有限公司の決算日は12月31日である。連結財務諸表

の作成に当たっては同決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、１月１日から連結決算日３

月31日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っている。

　上記以外の連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と同一である。

　

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法
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③たな卸資産

未成工事支出金 個別法による原価法

販売用不動産 個別法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定)

不動産事業支出金 個別法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定)

材料貯蔵品 移動平均法による原価法

(連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定)

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を

採用している。なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。ただし、

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によ

っている。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用している。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。

②完成工事補償引当金

完成工事にかかる瑕疵補修等の費用に充てるため、過去の一定期間における補償実績率によ

る算定額及び特定物件における将来の補修見込額を計上している。

③賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

④工事損失引当金

将来損失の発生が見込まれる工事について、その損失額が合理的に見積ることができる場合

に、その損失見込額を計上している。

⑤不動産事業等損失引当金

将来損失の発生が見込まれる不動産事業等について、その損失額が合理的に見積ることがで

きる場合に、その損失見込額を計上している。

⑥環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により今後発生が見

込まれるＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、当該処理費用見込額を計上している。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっている。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理している。

　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

工事の進行途上において、その進捗部分について成果の確実性が認められる場合は工事進行

基準を、その他の工事は工事完成基準を適用している。連結会計年度末における工事進捗度の

見積方法は、工事進行基準における原価比例法を適用している。

なお、工事進行基準による完成工事高は、321,757百万円である。

　

(6) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によってい

る。

　

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約及び金利スワップ

ヘッジ対象

外貨建予定取引及び借入金

　

ヘッジ方針

為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を、また金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っている。

　

ヘッジ有効性評価の方法

「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第14号）の

規定に基づき、有効性の評価を行っている。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付

適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変

更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づ

く割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響

額を利益剰余金に加減している。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が2,719百万円増加し、利益剰余金が

2,719百万円減少している。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益への影響は軽微である。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載している。

(表示方法の変更)

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、独立掲記していた「過年度法人税等」は金額的重要性が乏しくなっ

たため、当連結会計年度より「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示している。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「過年度法人税等」に表示していた△

235百万円は「法人税、住民税及び事業税」1,236百万円として組替えている。

(追加情報)

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３

月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰越税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度

の35.6％から回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのも

のは33.1％、平成28年４月１日以降のものについては32.3％にそれぞれ変更している。

この結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）が1,125百万円減少し、当連結

会計年度に計上された法人税等調整額が228百万円、その他有価証券評価差額金が1,353百万円そ

れぞれ増加している。

(連結貸借対照表関係)

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券(株式) 828百万円 828百万円
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※２ (1) 次の債務に対して、下記の資産を担保に供している。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

(担保差入資産）

建物・構築物 988百万円 974百万円

土地 94 94

計 1,083 1,069

　
(対応する債務）

預り金 82百万円 82百万円

その他固定負債 636 554

計 718 636

　

(2) 下記の資産は、関連会社等の借入金の担保に供している。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

建物・構築物 336百万円 326百万円

土地 36 36

投資有価証券 184 184

計 557 547

　

(3) 下記の資産は、営業保証の担保に供している。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券 54百万円 　59百万円

　

(4) 下記の資産は、住宅建設瑕疵担保保証の担保に供している。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

投資有価証券 308百万円 　315百万円

　

３ 保証債務

(1) 従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し債務保証を行っている。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

134百万円 　110百万円

　

(2) 連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っている。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

仙台市荒井西
土地区画整理組合

670百万円 　－百万円

　

(3) 下記の会社のマンション売買契約手付金の返済債務について保証を行っている。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

東亜地所㈱ 28百万円 　－百万円
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４ 当社及び一部の連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため、貸出コミットメント契約を

締結している。

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

貸出コミットメント総額 16,611百万円 　25,543百万円

当連結会計年度末の
借入実行残高

－ －

　

(連結損益計算書関係)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が不動産事

業等売上原価に含まれている。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

29百万円 6百万円

※２ 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

3,068百万円 5,484百万円

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

従業員給料手当 6,699百万円 7,164百万円

退職給付費用 923 855

４ 研究開発費

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

1,281百万円 1,226百万円

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物・構築物 9百万円 0百万円

機械 0 7

土地 0 1

その他 6 －

計 16 9

※６ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物・構築物 895百万円 7百万円

機械 0 0

土地 18 26

その他 0 4

計 916 39
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※７ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上した。

当社グループは、自社使用の事業用資産については事業所単位に、個別の賃貸用資産については

物件ごとにグルーピングしている。

下記の不動産については、建替、売却の意思決定等により帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（390百万円）として特別損失に計上した。

　

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

東京都 賃貸用不動産 建物 227

東京都 賃貸用不動産 土地 72

東京都 賃貸用不動産 土地、建物 49

東京都 賃貸用不動産 土地、建物 28

東京都 賃貸用不動産 土地 12

なお、当該資産の回収可能価額は、将来キャッシュ・フローを2.8％で割り引いて算定した使用価

値、または契約価額により評価し測定している。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

（百万円）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 6,516 10,996

組替調整額 9 △1,602

計 6,526 9,393

為替換算調整勘定

当期発生額 396 439

退職給付に係る調整額

　当期発生額 － 661

　組替調整額 － 1,009

　計 － 1,670

税効果調整前合計 6,923 11,503

税効果額 △2,305 △2,350

その他の包括利益合計 4,617 9,153

※２ その他の包括利益に係る税効果額

（百万円）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

その他有価証券評価差額金

税効果調整前 6,526 9,393

税効果額 △2,305 △1,990

税効果調整後 4,221 7,402

為替換算調整勘定

税効果調整前 396 439

税効果額 － －

税効果調整後 396 439

退職給付に係る調整額

税効果調整前 － 1,670

税効果額 － △359

税効果調整後 － 1,311

その他の包括利益合計

税効果調整前 6,923 11,503

税効果額 △2,305 △2,350

税効果調整後 4,617 9,153
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 277,957 ─ ─ 277,957

　
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 835 145 2 978

（注）１ 増加株式は、単元未満株式の買取によるものである。

２ 減少株式は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものである。

　
３ 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月27日
定時株主総会

普通株式 1,108 4.00 平成25年3月31日 平成25年6月28日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,661 6.00 平成26年3月31日 平成26年6月30日

　
　

当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 277,957 ─ ─ 277,957

　
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

普通株式 978 27 ─ 1,006

（注）１ 増加株式は、単元未満株式の買取によるものである。

　
３ 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年6月27日
定時株主総会

普通株式 1,661 6.00 平成26年3月31日 平成26年6月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,769 10.00 平成27年3月31日 平成27年6月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金預金勘定 53,202百万円 37,572百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△150 △150

現金及び現金同等物 53,052 37,422

(セグメント情報等)

（セグメント情報）

１ 報告セグメントの概要

　 (1)報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。

当社は、本社に事業本部を置き、国内及び海外の土木工事、建築工事、並びに不動産事業につ

いて包括的に管理を行って、事業活動を展開している。

従って、当社は各本部を基礎とした事業別のセグメントから構成されており、「土木事業」、「建

築事業」並びに「不動産事業等」の３つを報告セグメントとしている。

　 (2)各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　 土木事業：土木工事の請負および土木工事に関連する事業

　 建築事業：建築工事の請負および建築工事に関連する事業

　 不動産事業等：不動産の賃貸・販売、資材販売、資産管理等の事業

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一である。また、セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいている。

決算短信 （宝印刷）  2015年05月12日 16時10分 28ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



西松建設株式会社(1820) 平成27年３月期 決算短信

－ 27 －

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

合計 調整額
連結損益

計算書計上額
(注)１土木事業 建築事業 不動産事業等

売上高

外部顧客への売上高 131,387 173,088 10,163 314,638 ― 314,638

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 134 851 985 △985 ―

計 131,387 173,222 11,014 315,624 △985 314,638

セグメント利益 1,975 809 1,952 4,738 ― 4,738

その他の項目

　減価償却費 336 466 951 1,755 ― 1,755

(注) １ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致している。

２ 資産を事業セグメントに配分していないので各セグメントの資産の額は記載していない。

　当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

合計 調整額
連結損益

計算書計上額
(注)１土木事業 建築事業 不動産事業等

売上高

外部顧客への売上高 144,099 191,377 7,511 342,989 ― 342,989

セグメント間の内部
売上高又は振替高

5 ― 933 938 △938 ―

計 144,104 191,377 8,445 343,928 △938 342,989

セグメント利益 1,048 5,538 2,124 8,710 ― 8,710

その他の項目

　減価償却費 402 520 856 1,778 ― 1,778

(注) １ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致している。

２ 資産を事業セグメントに配分していないので各セグメントの資産の額は記載していない。

　
　
（関連情報）

　前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 東南アジア その他 合計

256,998 53,455 4,184 314,638

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。
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(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超える

ため記載を省略している。

３ 主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

記載していない。

　当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 東南アジア その他 合計

278,359 62,842 1,787 342,989

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超える

ため記載を省略している。

３ 主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

記載していない。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

　前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計

土木事業 建築事業 不動産事業等

減損損失 ― ― 1,924 ― 1,924

　当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計

土木事業 建築事業 不動産事業等

減損損失 ― ― 390 ― 390

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項なし。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 483円82銭 533円84銭

１株当たり当期純利益 20円16銭 33円29銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため記載していない。

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っている。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、９円82銭減少している。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当期純利益 (百万円) 5,586 9,220

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 5,586 9,220

普通株式の期中平均株式数 (千株) 277,078 276,960

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

前連結会計年度末
(平成26年３月31日)

当連結会計年度末
(平成27年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 135,202 149,553

純資産の部の合計額から
控除する金額

(百万円) 1,193 1,706

（うち少数株主持分） (1,193) (1,706)

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 134,008 147,847

１株当たり純資産額の算定に
用いられた期末の普通株式の数

(千株) 276,978 276,951

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 47,884 30,726

受取手形 2,984 4,551

完成工事未収入金 130,443 147,957

有価証券 25 167

未成工事支出金 23,014 14,498

販売用不動産 ※6 2,487 ※6 2,476

不動産事業支出金 1,084 1,896

材料貯蔵品 143 116

短期貸付金 315 4

関係会社短期貸付金 42 43

繰延税金資産 3,064 4,170

前払費用 114 109

立替金 9,026 13,359

その他 6,410 8,495

貸倒引当金 △395 △243

流動資産合計 226,644 228,330

固定資産

有形固定資産

建物 ※1,※6 44,734 ※1,※6 45,671

減価償却累計額 △24,529 △25,230

建物（純額） 20,205 20,441

構築物 ※1 1,909 ※1 1,963

減価償却累計額 △1,607 △1,643

構築物（純額） 301 319

機械及び装置 6,334 6,418

減価償却累計額 △5,916 △5,752

機械及び装置（純額） 417 666

車両運搬具 405 429

減価償却累計額 △385 △372

車両運搬具（純額） 20 56

工具器具・備品 2,048 1,648

減価償却累計額 △1,845 △1,448

工具器具・備品（純額） 203 200

土地 ※1,※6 41,712 ※1,※6 41,572

リース資産 248 302

減価償却累計額 △158 △205

リース資産（純額） 90 96

建設仮勘定 532 775

有形固定資産合計 63,484 64,129
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 665 513

その他 168 168

無形固定資産合計 833 682

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 60,895 ※1 70,112

関係会社株式 2,372 2,372

出資金 26 26

長期貸付金 399 105

従業員に対する長期貸付金 7 4

関係会社長期貸付金 109 66

破産更生債権等 0 -

長期前払費用 12 10

その他 4,712 4,895

貸倒引当金 △409 △114

投資その他の資産合計 68,127 77,479

固定資産合計 132,445 142,291

資産合計 359,089 370,622

負債の部

流動負債

支払手形 14,705 19,909

電子記録債務 - 29,027

工事未払金 84,029 51,276

短期借入金 13,139 33,139

関係会社短期借入金 760 760

リース債務 46 31

未払金 2,133 2,226

未払費用 153 110

未払法人税等 581 1,606

未成工事受入金 24,227 14,623

預り金 ※1 13,470 ※1 16,958

前受収益 4 2

完成工事補償引当金 1,388 1,322

賞与引当金 1,373 1,499

工事損失引当金 4,636 6,031

不動産事業等損失引当金 54 36

従業員預り金 4,869 5,654

その他 116 88

流動負債合計 165,690 184,306
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

固定負債

社債 10,000 10,000

長期借入金 28,950 4,950

リース債務 44 69

繰延税金負債 12,599 14,042

退職給付引当金 4,654 8,459

環境対策引当金 226 226

資産除去債務 107 206

その他 ※1 3,316 ※1 3,233

固定負債合計 59,900 41,188

負債合計 225,590 225,495

純資産の部

株主資本

資本金 23,513 23,513

資本剰余金

資本準備金 20,780 20,780

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 20,780 20,780

利益剰余金

利益準備金 5,878 5,878

その他利益剰余金

買換資産圧縮積立金 1,109 1,142

別途積立金 51,475 51,475

繰越利益剰余金 10,680 14,890

利益剰余金合計 69,144 73,387

自己株式 △287 △299

株主資本合計 113,151 117,382

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 20,348 27,745

評価・換算差額等合計 20,348 27,745

純資産合計 133,499 145,127

負債純資産合計 359,089 370,622
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高

完成工事高 289,894 318,289

不動産事業等売上高 9,715 7,174

売上高合計 299,610 325,463

売上原価

完成工事原価 276,615 301,646

不動産事業等売上原価 7,244 4,539

売上原価合計 283,860 306,185

売上総利益

完成工事総利益 13,279 16,642

不動産事業等総利益 2,470 2,635

売上総利益合計 15,749 19,278

販売費及び一般管理費

役員報酬 291 300

従業員給料手当 6,425 6,777

退職金 7 8

退職給付費用 869 824

法定福利費 713 723

福利厚生費 217 206

修繕維持費 104 117

事務用品費 432 475

通信交通費 788 808

動力用水光熱費 104 92

調査研究費 788 508

広告宣伝費 72 56

交際費 229 284

寄付金 74 140

地代家賃 268 596

減価償却費 385 463

租税公課 425 548

保険料 53 40

雑費 472 532

販売費及び一般管理費合計 12,724 13,506

営業利益 3,024 5,771
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業外収益

受取利息 101 100

有価証券利息 5 5

受取配当金 1,286 2,357

為替差益 1,208 744

貸倒引当金戻入額 38 12

その他 250 365

営業外収益合計 2,890 3,587

営業外費用

支払利息 621 542

社債利息 20 74

資金調達費用 95 191

その他 252 173

営業外費用合計 989 980

経常利益 4,925 8,377

特別利益

固定資産売却益 ※1 16 ※1 9

投資有価証券売却益 - 1,602

完成工事補償引当金戻入額 100 -

特別利益合計 116 1,612

特別損失

固定資産売却損 ※2 916 ※2 39

減損損失 1,393 472

環境対策引当金繰入額 0 -

損害賠償損失 80 -

子会社支援損 16 -

本社移転費用 - 132

その他 471 145

特別損失合計 2,877 790

税引前当期純利益 2,164 9,200

法人税、住民税及び事業税 835 2,228

法人税等調整額 △4,123 △1,652

法人税等合計 △3,288 576

当期純利益 5,453 8,624
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 23,513 20,780 ― 20,780 5,878 1,114 51,475 6,331 64,799

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
23,513 20,780 ― 20,780 5,878 1,114 51,475 6,331 64,799

当期変動額

買換資産圧縮積立金の

積立
0 △0 ―

買換資産圧縮積立金の

取崩
△4 4 ―

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 5,453 5,453

自己株式の取得

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 0 0 ― △4 ― 4,349 4,344

当期末残高 23,513 20,780 0 20,780 5,878 1,109 51,475 10,680 69,144

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △242 108,851 16,126 16,126 124,977

会計方針の変更による

累積的影響額
― ―

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△242 108,851 16,126 16,126 124,977

当期変動額

買換資産圧縮積立金の

積立
― ―

買換資産圧縮積立金の

取崩
― ―

剰余金の配当 △1,108 △1,108

当期純利益 5,453 5,453

自己株式の取得 △45 △45 △45

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
4,221 4,221 4,221

当期変動額合計 △45 4,299 4,221 4,221 8,521

当期末残高 △287 113,151 20,348 20,348 133,499
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当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 23,513 20,780 0 20,780 5,878 1,109 51,475 10,680 69,144

会計方針の変更による

累積的影響額
△2,719 △2,719

会計方針の変更を反映した

当期首残高
23,513 20,780 0 20,780 5,878 1,109 51,475 7,961 66,424

当期変動額

買換資産圧縮積立金の

積立
55 △55 ―

買換資産圧縮積立金の

取崩
△22 22 ―

剰余金の配当 △1,661 △1,661

当期純利益 8,624 8,624

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 33 ― 6,929 6,962

当期末残高 23,513 20,780 0 20,780 5,878 1,142 51,475 14,890 73,387

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △287 113,151 20,348 20,348 133,499

会計方針の変更による

累積的影響額
△2,719 △2,719

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△287 110,431 20,348 20,348 130,779

当期変動額

買換資産圧縮積立金の

積立
― ―

買換資産圧縮積立金の

取崩
― ―

剰余金の配当 △1,661 △1,661

当期純利益 8,624 8,624

自己株式の取得 △12 △12 △12

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
7,397 7,397 7,397

当期変動額合計 △12 6,950 7,397 7,397 14,347

当期末残高 △299 117,382 27,745 27,745 145,127
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７．その他

個別受注高・売上高・繰上高

【建設事業】

前 期 当 期
対 前 期 比自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

金 額 比 率 金 額 比 率 増 減 額 増減率

受

注

工

事

高

土 木

　 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

国内官公庁 61,768 54.7 129,668 75.6 　 67,899 109.9

国内民間 17,879 15.8 　 16,494 9.6 　 △1,384 △7.7

海 外 33,249 29.5 　 25,370 14.8 　 △7,879 △23.7

計 112,897 100.0 37.8 171,532 100.0 50.6 58,635 51.9

建 築

国内官公庁 27,934 15.0 　 29,550 17.7 1,615 5.8

国内民間 156,849 84.3 　 137,616 82.1 　 △19,232 △12.3

海 外 1,374 0.7 　 394 0.2 　 △979 △71.3

計 186,158 100.0 62.2 167,561 100.0 49.4 △18,596 △10.0

計

国内官公庁 89,703 30.0 　 159,218 47.0 　 69,515 77.5

国内民間 174,728 58.4 　 154,111 45.4 　 △20,617 △11.8

海 外 34,623 11.6 　 25,764 7.6 　 △8,859 △25.6

計 299,055 100.0 100.0 339,094 100.0 100.0 40,038 13.4

完

成

工

事

高

土 木

国内官公庁 74,141 56.8 　 76,026 53.0 　 1,885 2.5

国内民間 14,171 10.9 　 19,733 13.7 　 5,562 39.2

海 外 42,098 32.3 　 47,791 33.3 　 5,693 13.5

計 130,410 100.0 45.0 143,552 100.0 45.1 13,141 10.1

建 築

国内官公庁 14,245 8.9 　 21,112 12.1 　 6,867 48.2

国内民間 143,601 90.1 　 153,097 87.6 　 9,495 6.6

海 外 1,636 1.0 　 526 0.3 　 △1,110 △67.9

計 159,484 100.0 55.0 174,736 100.0 54.9 15,252 9.6

計

国内官公庁 88,386 30.5 　 97,139 30.5 　 8,752 9.9

国内民間 157,773 54.4 　 172,831 54.3 　 15,058 9.5

海 外 43,734 15.1 　 48,317 15.2 　 4,583 10.5

計 289,894 100.0 100.0 318,289 100.0 100.0 28,394 9.8

繰

越

工

事

高

土 木

国内官公庁 85,465 47.6 　 139,106 67.0 　 53,641 62.8

国内民間 19,378 10.8 　 16,139 7.8 　 △3,239 △16.7

海 外 74,745 41.6 　 52,324 25.2 　 △22,421 △30.0

計 179,589 100.0 52.3 207,570 100.0 57.0 27,980 15.6

建 築

国内官公庁 28,479 17.4 　 36,917 23.6 　 8,437 29.6

国内民間 134,714 82.4 　 119,234 76.3 　 △15,480 △11.5

海 外 327 0.2 　 195 0.1 　 △131 △40.3

計 163,521 100.0 47.7 156,346 100.0 43.0 △7,174 △4.4

計

国内官公庁 113,945 33.2 　 176,024 48.4 　 62,079 54.5

国内民間 154,093 44.9 　 135,373 37.2 　 △18,720 △12.1

海 外 75,073 21.9 　 52,519 14.4 　 △22,553 △30.0

計 343,111 100.0 100.0 363,917 100.0 100.0 20,805 6.1

【不動産事業等】

前 期 当 期
対 前 期 比自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

金 額 金 額 増 減 額 増減率

　 　 百万円 　 百万円 百万円 ％

売 上 高 9,715 7,174 　 △2,540 △26.2
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